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特集＞＞＞　防災，安全・安心を確保する社会基盤整備

リアルタイム地震被害推定システムの開発
J-RISQ

中　村　洋　光

防災科学技術研究所では，国の地震本部による「全国地震動予測地図」や基盤データを提供するポータ
ルサイトとして開発した地震ハザードステーション（J-SHIS）において蓄積してきた地盤や建物・人口等
に関する基本情報や，地震動の予測手法，建物の被害評価手法と，全国を覆う強震観測網 K-NET や KiK-
net 等の観測データ等を組み合わせることで，即時的に被害推定を行い，情報を提供するリアルタイム地
震被害推定システム（J-RISQ；ジェイ - リスク）の開発を進めている。J-RISQ は，観測網から得られる
震度等から面的な地震動分布を逐次推定し，それを入力として，一定のレベル以上の揺れに暴露した可能
性のある人口を表す震度暴露人口や建物被害推定を行う。その結果は，WebGIS を用いて Web ブラウザ
やメールでユーザに提供することができる。我々は，2010 年からこのシステムの試験的な運用を行い，
これまでに 600 以上の地震に対して，リアルタイム推定を行っている。その結果，システムは一定レベル
以上の震度情報を受信してから 30 秒程度で第 1 報を提供しており，情報提供の即時性の観点からは十分
な性能を有している。現在，J-RISQ の推定情報の一部を「J-RISQ 地震速報」として広く一般にも公開し
ている（URL:…http://www.j-risq.bosai.go.jp/）。
キーワード：J-RISQ，J-SHIS，K-NET，KiK-net，リアルタイム，地震被害推定，J-RISQ 地震速報

1．はじめに

日本では 1995 年阪神・淡路大震災における応急対
策活動の反省から，被災状況を迅速に把握するととも
に，事前対応，応急対策及び復旧・復興対策の各段階
における情報を統合化し，総合的な意志決定を迅速に
行うことの重要性が改めて指摘された。内閣府では，
こうした状況を踏まえ，地理情報システム（GIS）を
活用した地震防災情報システム DIS 及びそのサブシ
ステムとして地震被害早期評価システム EES の整
備，運用を行っている 1）。その他にも地震に関する被
害推定システムは，様々なレベルで構築されているも
のの，推定精度の不足，災害全体の俯瞰的・面的な把
握の困難性がこれまでにも指摘されてきた。

地震本部では，地震発生の長期的な確率評価と強震
動の評価を組み合わせた「確率論的地震動予測地図」
と，特定の地震に対してある想定されたシナリオに対
する詳細な強震動評価に基づく「震源断層を特定した
地震動予測地図」の性質の異なる地図から構成された

「全国地震動予測地図」を公表している。防災科学技
術研究所（以下，防災科研）では，全国地震動予測地
図を Web 上で公開し，その他にも地図作成の前提条
件となった地震活動モデル，震源モデル及び地下構造

モデル等の評価プロセスに関わるデータを提供するシ
ステムとして地震ハザードステーション（J-SHIS）を
開発した 2）。

一方，1995 年阪神・淡路大震災以後は，全国を対
象とした均質な強震観測網や震度観測網の整備が進め
られ，世界的にも希な高精度かつ高密度な観測網が構
築された。防災科研が全国約 1,700 箇所に整備，運用
している K-NET 及び KiK-net は，基本的な強震計と
しての基本性能を充実させているだけではなく，気象
庁の測器検定に合格した正式な震度計としての震度演
算機能を搭載し，トリガー式準リアルタイム波形伝送
を実現させている等の特長がある 3）。また，常時接続
回線が利用可能であればリアルタイムでの観測及び
データ伝送も可能な機能を搭載しており，一部の観測
点においてリアルタイム観測が試みられ，その結果は

「強震モニタ」として Web 上に公開している 4）。
このように，J-SHIS の開発にあたり蓄積してきた

表層地盤の増幅特性データや建物・人口に関する情報
等の基本情報や，地震動の予測手法，建物の被害評価
手法と，K-NET や KiK-net から得られるリアルタイ
ム強震データ等の観測データを組み合わせることで，
地震発生直後において，これまでよりも更に早い段階
で初動対応の適切な意志決定等に役立つマクロ的な被
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害推定情報を提供するシステムが構築可能と考え，リ
アルタイム地震被害推定システム（Japan…Real-time…
Information…System…for…earthQuake）の試作版（以
下，J-RISQ）を構築し，現在試験的な運用を行って
いる。本論では，この J-RISQ の概要と，実際の地震
における推定状況について述べる。

2．J-RISQの概要

J-RISQ の概要を図─ 1 に示す。システムを構成す
る要素は，震度データ受信部，地震動・被害推定部，
情報表示・配信部である。システムは以下の特徴を持っ
ている。

・被害推定のための外力（地震動）に関する情報とし
て，基本的に震源情報は用いず，計測震度情報を用
いる。

・WebGIS を用いて推定した面的な地震動及び震度暴
露人口，建物被害分布を Web ブラウザ上に表示す
る。

・推定した情報は PC ブラウザ上で閲覧するだけでは
なく，登録ユーザの携帯メール端末へ情報配信され，
ユーザは携帯端末ブラウザ用 Web サイトから推定
結果の地図等も閲覧できる。

・J-RISQ による推定情報の一部（推定震度分布や震
度暴露人口等）は J-RISQ 地震速報として，Web 上
に公開している。

（1）震度データ受信部
震度データ受信部では，K-NET 及び KiK-net の計

測震度データの他に，気象庁より提供される地方公共
団体や気象庁の計測震度データを受信している。震度
データは地震が発生した後に同時に送られてくるもの
ではなく，地震動が広がるにつれて順次それぞれの観

測点から，時間的にばらばらに送信されてくる。
J-RISQ では，一定の時間範囲に，受信した計測震度 2.5
以上の観測点数が閾値を超過した場合に推定状態に遷
移し，推定を開始する。また，時間的にばらばらに送
られてくる震度データに対して，その時点で入手した
データを用いて推定を行い，逐次的に「報」を重ね，
情報を更新していくことで情報の迅速性を確保してい
る。第 1 報は初めに震度データを受信してから 30 秒
程度で出され，10 分程度の間に多い場合には 100 報
以上の「報」が更新される。

（2）地震動・被害推定部
建物被害や震度暴露人口の評価を行うためには，ま

ず評価地点への入力となる地震動の情報が必要とな
る。しかし，多くの場合評価地点の極近傍で，かつ評
価地点と同等と見なせるような地盤上に観測点はな
い。そこで，観測点位置でしか得られていない地震動
の観測情報から空間的に広がりのある面的な地震動を
推定する必要がある。ここでは，地表で観測された震
度データから，経験式を用いて最大速度に変換し，各
観測点における地盤増幅率を考慮して工学的基盤の最
大速度を推定し，それに対して内挿処理を行うことで
面的な分布を求め，再度増幅率を乗じることで面的な
推定を行っている。

具体的には，計測震度と地表最大速度との関係式 5）

を用いて，計測震度を地表最大速度に変換する。次に，
求めた地表最大速度から地表での増幅率を除すること
で，工学的基盤最大速度を求める。なお，ここで用い
る増幅率は，全国を対象として作成された地形・地盤
分類 250 m メッシュマップ 6）から求められた地表か
ら深さ 30 m までの平均 S 波速度（AVS30）に基づく
ものであり 7），それに増幅率と AVS30 との経験的な
関係 8）を用いた。

こうして得た観測点直下の工学的基盤の最大速度か
ら，GMT9）に実装された Delaunay 三角形を用いた補
間法 10）を用いて 250 m メッシュに空間補間した後，
増幅率を乗じて地表最大速度を推定し，変換して震度
の面的分布を算出する。ここで，日本全国を覆う
250m メッシュ数は約 600 万と膨大なものとなるた
め，J-RISQ では計算するメッシュの範囲を震度デー
タが得られている地点を含む矩形の領域に限定するこ
とで，処理の高速化を図っている。

建物被害予測に用いる建物データ（全国約 6,000 万
棟）については，全国一律の現地調査に基づき作成さ
れている住宅地図と市区町村が公開している固定資産
税概要調書等を用いて，全国を対象とした 3 次メッ

図─ 1　リアルタイム地震被害推定システム（J-RISQ）の概要
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シュ単位で推定した構造種別の建物棟数データと，国
勢調査や住宅・土地統計調査等の統計データを用いて
推定した建築年別の棟数データ 11）を 4 分割し，250 m
メッシュの構造種別（木造／ S 造／ RC 造），耐震基
準別（旧／新耐震）のデータを用いた。そして，推定
された地震動から構造種別，耐震基準別，被害レベル
別（全壊／全半壊）のフラジリティカーブを用いて被
害率を算出する。フラジリティカーブは，既往の研究
において様々なデータセットに基づいた複数の提案が
なされている 12）。J-RISQ では，表─ 1 に示すように
それぞれの構造種別に対して複数のフラジリティカー
ブを適用し，それらの組み合わせにより，試験的に 4
パターンの中から推定手法を選択することができるよ
うにした。こうして求められるメッシュ毎の被害率か
ら，メッシュ毎の被害レベル別の被害棟数を推定する。

人口データは，地震の発生した時刻に対応できるよ
う昼間人口と夜間人口の 2 種類を用意している。昼間
人口データは平成17年国勢調査及び平成18年事業所・
企業統計調査結果に基づき，夜間人口データは平成
17 年国勢調査に基づいており，もともとは 500 m メッ
シュであるデータを 250 m メッシュに細分化して用
いている。こうして行われる建物被害や震度暴露人口
の推定はメッシュ毎であるが，それらの推定結果を市
町村毎や都道府県毎に集計することもできる。

（3）情報表示・配信部
推定結果は，情報表示・配信部によって可視化及び

外部配信することができる。被害推定結果の可視化に
ついては WebGIS を用いて構築しており，汎用的な
インターネット上の地図サービスに重ねて表示するこ
とができる。図─ 2 に表示例を示す。ユーザは，期

間や観測された最大震度，観測点数等の他に，震源地
名やマグニチュードの震源に関する情報もキーワード
として推定結果を検索することができる。検索した結
果は一覧表となって表示され，それぞれの選択した結
果に対応する 250 m メッシュ図や都道府県別，市町
村別の主題図として地図表示される。更に，震源情報
や解析条件等の情報と共に，都道府県別と地町村別の
推定結果（建物被害及び震度暴露人口）の数値データ
の一覧が表示される。

システム外部への情報配信は，登録ユーザのメール
アドレスに対して行われる。ユーザは予め希望する配
信エリア（全国・都道府県，及び市町村から選択可能）
と，最大震度を閾値とする配信レベルを登録してお
き，その登録条件を満たした場合に，震源情報等と合

図─ 2　J-RISQ の推定結果の表示例

図─ 3　携帯端末用Web システムでの表示例

表─ 1　J-RISQ で選択可能な建物被害推定手法の一覧

方法 建物構造種別 参考文献

方法 1
木造 堀江（2004）13）

RC 造 村尾・山崎（2000）12）

S 造 村尾・山崎（2000）12）

方法 2
木造 堀江（2004）13）

RC 造 村尾・山崎（2002）14）

S 造 村尾・山崎（2002）14）

方法 3
木造 村尾・山崎（2002）14）

RC 造 村尾・山崎（2002）14）

S 造 村尾・山崎（2002）14）

方法 4
木造 内閣府（2004）15）

RC 造 内閣府（2004）15）

S 造 内閣府（2004）15）
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わせて，登録エリアの推定建物被害情報（全壊棟数及
び全半壊棟数）と推定震度暴露人口の情報がメール配
信される。ユーザは配信されたメール文中のリンクか
ら携帯端末用 Web システムにアクセスし，図─ 3 に
示すように被害分布地図等を閲覧することも可能であ
る。この携帯端末用 Web システムでは，即時的な推
定被害地図の閲覧以外にも，過去の配信履歴と関連付
いた地図を閲覧することもできる。また，メール配信
の他に，国際標準規格である WMS（Web…Mapping…
Service）で提供することもできる。

3．J-RISQの動作状況

実際に発生した地震における J-RISQ の動作状況に
ついて述べる。システムの試験的な運用は 2010 年か
ら行っており，2014 年 6 月時点で 600 以上の地震に
対して推定を行っている。図─ 4 に K-NET・KiK-net
観測点から震度情報を受信してから第 1 報メールを配
信するまでの経過時間のヒストグラムを，推定を行っ
た全地震（681 地震）とそのうち観測された最大震度
が 5 弱以上であったもの（116 地震）について示す。
分布は全地震及び 5 弱以上の地震共に 20 ～ 30 秒程度
をピークとし，推定した全地震の約 76％のケースに
ついて 1 分以内に第 1 報を送信，また震度 5 弱以上の
地震に関しては，約 83％の地震で 1 分以内に第 1 報
を配信しており，地震発生直後の情報提供としては，
十分な即時性を有していることが分かる。

次に個別の地震の推定状況について述べる。試験運
用期間中に発生した最大の地震は 2011 年 3 月 11 日に
発生した東北地方太平洋沖地震であった。しかし，
J-RISQ の運用を行っていた防災科研本所（茨城県つ
くば市）においては，震度 6 弱の強震動に見舞われ，

図─ 5　2011 年 4月 7日宮城県沖の地震における震度の面的な推定状況
（図中○は観測された計測震度）

図─ 4　第 1 報配信までの動作時間の頻度分布（グレーは全地震，黒は全
地震のうち観測された最大震度が 5弱以上の地震）

停電等の影響で強震観測網のデータセンタ機能が停止
したことにより十分な推定を実行することができな
かった 16）。

震災後運用を再開してから発生した最大の地震は，
2011 年 4 月 7 日 23 時 32 分に発生した宮城県沖を震
源とする地震（MJMA7.1，最大震度 6 強）である。図
─ 5 及び図─ 6 にこの地震による地震動分布とそれ
に基づいた震度 5 弱以上の暴露人口の市町村別の推定
結果を発信した報ごとに示す。J-RISQ は地震発生か
ら約 31 秒後に 8 観測点のデータを用いて第 1 報を配
信した（図─ 5（a），図─ 6（a））。その後地震動の
伝播に伴って観測点は増加し，地震発生から約 1 分 9
秒後には 151 観測点のデータを使って第 2 報（内部処
理としては第18報）を配信し（図─ 5（b），図─ 6（b）），
約 5 分 36 秒後には 539 点のデータを使って第 3 報（内
部処理としては第 40 報）を配信し（図─ 5（c），図
─ 6（c）），約 19 分 39 秒後に 2352 観測点のデータを
用いた最終報（内部処理としては 63 報）を配信した（図
─ 5（d），図─ 6（d））。その結果，震度 5 弱以上の
揺れに暴露した人口（夜間）が約 440 万人，震度 6 弱
以上が約 120 万人にも及ぶという推定をしている。ま
た震災後の建物データの変化等は考慮されていない
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が，この地震における方法 1（表─ 1）での建物被害
推定結果は，全壊棟数は約 6,000 棟，全半壊棟数は約
16,000 棟であった。

4．J-RISQ地震速報の公開

地震発生直後に揺れの状況や震度暴露人口の情報を
コンパクトに分かり易く提供することを目的に，
J-RISQ による推定情報の一部（推定震度情報及び震
度暴露人口等）を，「J-RISQ 地震速報」として，2013
年 10 月より Web 上に実験的な公開を開始した（URL:…
http://www.j-risq.bosai.go.jp/）。図─ 7 に 2013 年 4
月13日発生した淡路島の地震（MJMA6.3，最大震度6弱）
における J-RISQ 地震速報の確定報を示す。図─ 7 中
に示した番号に従って J-RISQ 地震速報の概要を述べ
る。
①情報発表時刻：J-RISQ 地震速報の発表時刻を示す。

J-RISQ は地震発生直後より，最新の観測データに
基づいて情報を発信する。そのため 1 地震につき，
第 1 報から最終の確定報まで数報の情報が提供され
る。

②震源情報：気象庁発表による対象地震の震源に関す

る情報を表示する。
③震度の分布：観測された震度やそれに基づいて推定

された震度分布を表示する。観測データは防災科研
の K-NET，KiK-net 及び気象庁や地方公共団体の
データを使用している。

④主要都市の推定震度：揺れの大きい都市の最大観測
震度や，250 m メッシュで推定した行政区内推定震
度の頻度分布を全人口のデータ等と併せて表示す
る。この推定震度頻度分布により，これまで例えば
地域内で一つの震度の情報しかなかったものが，揺
れやすさを考慮することで，幅のある分布として揺
れの状況の概要を一目で把握できるようになる。

⑤行政区ごとの震度暴露（遭遇）人口：震度 5 弱以上，
5 強以上，6 弱以上，6 強以上の揺れにどれくらい
の人が暴露された可能性があるかを行政区別に地図
と表で表示する。

⑥この地域で起こった過去の主な被害地震：周辺地域
で過去に発生した地震を，被害の状況等と併せて年
表で表示する。

⑦ J-SHIS から公表している地震ハザード：周辺地域
の地震ハザード（50 年間超過確率 2％と再現期間 5

図─ 6　2011 年 4月 7日宮城県沖の地震における市町村別の震度 5弱以
上の暴露人口の推定状況

図─7　2013年 4月13日淡路島の地震におけるJ-RISQ地震速報の確定報
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万年相当の震度分布）を地図で表示する。
このように，地震発生直後のリアルタイムな情報に

加え，過去の被害地震に関する情報や，将来の地震ハ
ザード情報も併せて，Web ブラウザで閲覧可能とし
ている。また，利用者は同様の情報を A4 一葉にコン
パクトにまとめた PDF でダウンロードすることも可
能としている。

5．おわりに

今後，建物被害推定結果に関しても検証を進めると
共に，被害推定手法の高度化及び推定の基盤となる地
下構造モデルの充実，より現実的な建物や人口モデル
の構築，また地震動だけではなく津波被害等の地震に
随伴する被害の総合的な評価研究を進めていく必要が
ある。また，このような推定の高精度化に向けた取り
組みと合わせて，時には大きな誤差を含む可能性のあ
る推定情報をどう賢く利用していくかについても想定
される利用者を巻き込んだ検討が重要と考えている。
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